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企画情報管理課 

 
当課の主要な業務は、企画調整業務、保健・環境情報の管理業務及び調査研究である。 

 企画調整業務としては、研究課題の企画調整、研究管理及び一部研究課題で獲得した外部研究資金の

適正な使用に係る管理業務を行った。さらに、地方衛生研究所全国協議会や全国環境研究所協議会など

各種協議会との連携事務を担当した。情報管理業務として、保健情報分野では保健統計年報作成業務、

油症検診受診者追跡調査業務及びがん登録事業を行った。また、感染症情報センターの業務として、感

染症発生動向調査に基づく患者情報の分析・解析を行った。一方、環境情報分野では、大気汚染常時監

視システムの運用や環境情報支援システムの運用を行った。 
 

〈企画調整業務〉 

１  研究課題の企画調整及び研究管理 

 平成30年度に実施した研究課題数は、保健分野8題、

環境分野12題の計20題、平成29年度終了研究課題は保

健分野7題、環境分野3題の計10題、平成31年度新規研

究課題は保健分野1題、環境分野4題の計5題であった。

これらの研究課題については、研究管理要領、福岡県

保健環境試験研究推進協議会設置要綱、福岡県保健環

境関係試験研究外部評価委員会設置要綱に基づき、所

内の研究管理委員会、保健環境関係試験研究外部評価

委員会及び保健環境試験研究推進協議会により評価が

行われ、いずれも承認された。 

２  疫学研究倫理審査委員会業務 

福岡県保健環境研究所疫学研究に関する倫理規定に

基づき、審査を行った。平成30年度に新規に承認され

た研究計画は4件であった。 

３ 利益相反委員会業務 

 当所における利益相反について適切に管理し、研究

の公正性、信頼性を確保するために、審査を行った。

平成30年度に申請された研究計画は19件であった。 

４ 外部研究資金管理に係る業務 

福岡県保健環境研究所外部研究費取扱規程等に基づ

き、外部研究資金による研究課題19件について管理を

行った。 

５ 地方衛生研究所全国協議会や全国環境研究所協議

会など各種協議会業務 

 地方衛生研究所全国協議会、全国環境研究所協議会

及び九州衛生環境技術協議会について、所内及び他機

関との調整等の業務を行った。なお、全国環境研究所

協議会九州支部長表彰を1名が受賞した。 

また、福岡県試験研究機関協議会については、県内

試験研究機関が保有する機器の相互利用の促進や、連

携課題の調整など、各機関との連携強化に努めた。 

６ 情報発信・広報及び研修 

６・１ イベント 

6月は環境月間の一環として、保健・環境フェア2018

（6月9日）を開催し、小学生を中心に、386名の参加が

あった。また、当所、福岡市保健環境研究所及び北九

州市保健環境研究所の3機関共催の「県内保健環境研究

機関合同成果発表会」（11月2日）を開催し、60名の参

加があった。 

６・２ 研修・見学 

研修業務としては、保健福祉（環境）事務所の保健

業務に従事する職員を対象とした保健部門業務研修、

検査課職員等を対象とした衛生検査技術研修、感染症

業務に従事する職員等を対象とした感染症研修会、食

品衛生業務に従事する職員を対象とした食品衛生研修

会、環境保全業務に従事する職員を対象とした環境保

全担当者研修会を開催した。また、海外研修生、大学・

高専の実習生の受け入れを行った。その他、学校、関

係機関からの見学者を受け入れた。さらに、当所の業

務や研究課題等をテーマに集談会を5回開催した。 

６・３ 情報発信 

保健・環境情報の発信業務として、感染症や大気環

境等の情報をホームページ上に公開している。平成30

年度のページ閲覧数は、約2,331万件であった。 

６・４ 健康危機における広域連携システム運用 

地方衛生研究所全国協議会九州ブロック情報センタ

ーの運用として、広域連携マニュアル、専門家会議資

料等各種資料の公開を行った。また、微生物部門、理

化学部門のメーリングリスト運用・管理を行った。 

〈保健環境情報の管理業務〉 

１ 福岡県保健統計年報作成業務 

 福岡県における保健衛生動向を把握するため、人口

動態調査等に関する基礎資料を作成した。 

２ 油症検診受診者追跡調査業務 

平成29年度全国油症一斉検診データをデータベース

へ登録し、平成30年度版（CD-ROM）として追跡調査

班に配布した。さらに、平成29年度一斉検診の全国集

計を実施し、平成30年度全国油症治療研究班会議に提

出した。 
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３ がん登録事業 
 平成23年8月から、県内医療機関による悪性新生物患

者届出票を、平成24年9月からは、平成24年以降死亡例

の死亡小票の収集を開始した。平成28年1月1日からは、

「がん登録等の推進に関する法律」に基づく、「全国が

ん登録」が開始され、これらの届出情報のコーディン

グ作業、データベースシステムへの登録を行った。 

４ 感染症情報センター業務 

 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関す

る法律（以下、感染症法）に基づき、感染症発生動向

調査事業における登録情報の確認及び国への報告を行

い、患者情報の収集・分析・情報還元を実施し、週報

及び月報を作成した。また、福岡県結核・感染症発生

動向調査事業資料集の患者情報の集計データを福岡県

医師会に提供した。 

５ 福岡県総合環境情報システム運用 

「大気汚染常時監視システム」及び「環境業務支援

システム」等の情報システムを、「福岡県総合環境情

報システム」として運用した。 

５・１ 大気汚染常時監視システム運用 

大気汚染防止法に基づき大気汚染常時監視システム

を運用した。本システムにより、県下の一般環境大気

測定局及び自動車排出ガス測定局（北九州市、福岡市、

大牟田市及び久留米市の設置分も含めると全60局）の

測定値を、24時間連続で自動収集した。時間値データ

は速報値として、県が開設したウェブサイト「福岡県

の大気環境状況」（http://www.fihes.pref.fukuoka.jp/ 

taiki-new/Jiho/OyWbJiho01.htm）により公開し、同時に

環境省の大気汚染物質広域監視システムに毎時、自動

送信した。また、平成29年度の大気常時監視データに

ついて、集計処理し、環境省及び環境部環境保全課に

報告した。 

５・１・１ 常時監視測定データの概要 

県設置14測定局における平成30年度の大気汚染状況

は、二酸化硫黄、二酸化窒素、浮遊粒子状物質及び一

酸化炭素は環境基準を達成していた。光化学オキシダ

ントは全測定局で環境基準を達成できなかった。微小

粒子状物質（PM2.5）については、2局（筑後小郡、太宰

府）で環境基準を未達成であった。なお、平成30年度

には、暫定指針値に基づく注意喚起事例は発生しなか

った。 

５・２ 環境業務支援システム運用 

大気、水質事業場等に関する届出業務システム及び

公共用水域・地下水質調査管理を統合した「環境業務

支援システム」を運用した。 

 

 

〈調査研究業務〉 

１ 国保データベースを活用した地域包括ケアシステ

ム構築に向けた医療・介護需要量予測モデルの開発 
国保データベース（KDB）の医療・介護情報を一体

的に分析し、医療・介護需要量を推計することで、福

岡県の実態に応じた次期保健医療計画・高齢者保健福

祉計画策定に参考となる情報を提供することを目的と

した。平成30年度は、平成25-29年度のKDBデータを受

領し、医療区分1の療養病棟退院患者を追跡し、医療・

介護サービス受給状況について集計した。さらに、県

庁関係各課を対象とした集計結果の報告会を開催の上、

療養病床退院患者の医療・介護需要量に係る推計結果

について報告書を作成した。 
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保健科学部 
 

病理細菌課 

 
 当課の主要な業務は、細菌、原虫等が引き起こす様々な食中毒や感染症についての試験検査、調査

研究及び研修・情報発信である。 

試験検査業務として、食中毒（有症苦情を含む）細菌検査、収去食品の細菌検査・残留抗生物質検

査、食品の食中毒菌汚染実態調査、食品衛生検査施設の業務管理、感染症細菌検査、共通感染症発生

状況等調査事業、感染症発生動向調査事業、特定感染症検査（性器クラミジア感染症、淋菌感染症）、

環境試料の細菌検査等を行った。 

調査研究業務として、「種鶏等における食中毒原因細菌に関する汚染実態調査」及び「生鮮魚介類

の喫食による原因不明食中毒事例における病因物質（粘液胞子虫）を明らかにする研究」を行った。 

研修・情報発信業務として、衛生検査技術研修（微生物検査研修基礎及び専門）、保健所研修（食

品衛生、感染症及び保健部門）及びその他の機関への研修等を実施した。 
 

〈試験検査業務〉  

１ 食品衛生、乳肉衛生に関する微生物検査 
１・１ 食中毒細菌検査 

 平成 30 年度、当課が食中毒細菌検査を実施したのは 

31 事例、187 検体（患者便、従事者便、食品残品、拭

取り、菌株など）であった。うち、カンピロバクター

が分離された事例が 7 件（22.6%）、セレウス菌が分離

された事例が 1 件（3.2%）、Kudoa septempunctata が検

出された事例が 1 件（3.2%）であった。 

１・２ 食品収去検査 

１・２・１ 細菌検査 

  平成 30 年 5 月から 12 月にかけて収去された 88 検体

の食品及び食材について、汚染指標菌及び食中毒菌の

検査を実施した（のべ 817 項目）。その結果、大腸菌

群が 67 検体、サルモネラが 19 検体、黄色ブドウ球菌

が 11 検体、カンピロバクターが 18 検体、ウェルシュ

菌が 4 検体、セレウス菌が 1 検体から検出された。 

１・２・２ 畜水産食品の残留抗生物質モニタリング

検査 

 鶏肉 15 検体、牛肉 13 検体、豚肉 12 検体、生食用鮮

魚介類 9 検体及び加熱用魚介類 1 検体の合計 50 検体に

ついて、残留抗生物質 4 種、計 200 項目の調査を実施

した。その結果、残留抗生物質はいずれの検体からも

検出されなかった。 

１・３ 食品の食中毒菌汚染実態調査 

  食中毒菌の汚染実態を調査するため、生食用等野菜、

浅漬、肉類等の計 100 検体について、平成 30 年度食品

の食中毒菌汚染実態調査実施要領に基づき、大腸菌、

サルモネラ属菌、腸管出血性大腸菌（O26、O103、O111、

O121、O145 及び O157）（以下「腸管出血性大腸菌」）

及びカンピロバクター・ジェジュニ／コリの検査を実

施した。その結果、大腸菌が 80 検体中 14 検体から検

出された。腸管出血性大腸菌は、58 検体中全てにおい

て陰性であった。サルモネラ属菌は 58 検体中 3 検体か

ら検出された。カンピロバクター・ジェジュニ／コリ

は検出されなかった。 

１・４ 食品衛生検査施設の業務管理 

  機器の管理等、日常の業務管理に加え、外部精度管

理（一般細菌数、腸内細菌科菌群、大腸菌群、大腸菌、

黄色ブドウ球菌及びサルモネラ同定試験）及び内部精

度管理（一般細菌数、大腸菌群及び黄色ブドウ球菌同

定試験）を実施した。 
 

２  感染症に関する微生物検査 

２・１ 細菌検査（腸管出血性大腸菌を除く） 

当所では県内で発生した感染症（疑いを含む。）に

対して検査を実施している。平成 30 年度は、コレラ疑

い 2 検体、細菌性赤痢 2 検体、腸チフス 1 検体、レプ

トスピラ症疑い 2 検体、劇症型溶血性レンサ球菌感染

症 9 検体、侵襲性インフルエンザ菌感染症 4 検体、侵

襲性肺炎球菌感染症 38 検体、百日咳疑い 1 検体につい

て検査を実施した。 

２・２ 腸管出血性大腸菌検査 

  当所に搬入された腸管出血性大腸菌は合計 40 株で、

内訳は O157 が 25 株、O26 が 7 株、O111 が 3 株、O103 

が 1 株、O125 が 1 株、O128 が 1 株、市販免疫血清

で型別不能であった株が 2 株であった。これらは、ベ

ロ毒素検査等を行い、国立感染症研究所に送付した。 

２・３ 特定感染症検査事業 性器クラミジア感染症

及び淋菌感染症検査 

 平成 30 年度、各保健福祉（環境）事務所において検

査希望者より採取された尿検体について、性器クラミ
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２ 油症関連検査 

 福岡県内で実施した油症検診の受診者 28 名の血液中

PCB を分析した。その結果、総 PCB 濃度の範囲は 0.08

－6.50 ppb であった。また、未認定者 27 名について血

液中 PCQ を分析した結果、PCQ 濃度の範囲は ND(＜

0.02 ppb)－0.12 ppb であった。 
 

３ 医薬品及び医薬品成分の試験検査 

３・１ 危険ドラッグの成分分析 

 危険ドラッグの調査・監視の一環として、22 製品を

買上検査したところ、指定薬物及び指定薬物類似成分

は検出されなかったが、一部の製品からエフェドリン

及びプソイドエフェドリンが検出された。 

３・２ 医薬品成分を含有した健康食品等の検査 

 平成 30 年度に薬務課が買上げた健康食品のうち 5 製

品から医薬品又は医薬品類似物質が検出された。検出

された成分はシブトラミン、シルデナフィル、タダラ

フィル及びノルカルボデナフィルであった。 

３・３ 後発医薬品(ジェネリック医薬品)の試験検査 

３・３・１ ジェネリック医薬品品質情報検討会に係

る医療用医薬品試験（厚生労働省委託） 

 セファクロルカプセル 250mg（8 製品)及びセフポド

キシムプロキセチル錠 100mg（6 製品)について、溶出

開始から各試験液の規定時間までの溶出率を測定した。

厚労省の「後発医薬品の生物学的同等性試験ガイドラ

イン」に従い溶出曲線を解析した結果、セファクロル

カプセル 250mg は全ての製剤が先発品又はオレンジブ

ックの溶出挙動と類似の範囲内であったが、セフポド

キシムプロキセチル錠 100mg は先発品が pH6.8 及び

pH1.2 の試験液において、オレンジブックの溶出挙動と

類似の範囲になかった。 

３・３・２ 後発医薬品品質確保対策に係る流通製品

の検査 

 ロスバスタチン錠 2.5mg の 19 製品、ロスバスタチン

錠 5mg の 19 製品及びロスバスタチン錠 10mg の 2 製品

について、先発品の承認申請書に準拠して溶出試験を

行った。全ての製品が公的溶出規格に適合していた。 

３・４ 医薬品の品質試験 

テルミサルタン錠 40mgの 1製品について日本薬局方

に準拠して溶出試験を実施した結果、公的溶出規格に

適合していた。 

３・５ 家庭用品検査 

 県内の小売店で買い上げた繊維製品 10 検体について

アゾ化合物 21 種類、繊維製品 38 検体についてホルム

アルデヒド、家庭用洗浄剤 2 検体について水酸化ナト

リウム及び水酸化カリウムの検査を行った。全ての製

品が基準に適合していた。 

３・６ 医薬品検査に係る精度管理 
 厚生労働省が実施する都道府県衛生検査所等におけ

る外部精度管理に参加し、ファモチジン錠の定量法及

び含量均一性試験に関する技能試験を行った。 

３・７ 医薬部外品製造販売承認申請に係る審査協力 

薬務課の依頼を受け、薬用歯みがき類 1 件及び染毛

剤 3 件の製造販売承認申請について、書面を精査し科

学的・技術的観点に基づく意見を提出した。 
 

４ 窓口依頼検査 

 久留米市から依頼された野菜 10 検体の残留農薬 200

成分の検査を行った。 
 

〈調査研究業務〉 

１ 食品の残留農薬及び難燃剤等による汚染実態把握

と摂取量推定に関する研究 

 昨年度に引き続き、全国 10 地域のうち 6 地域につい

てデクロランプラス類の摂取量を推定した。全国 10 地

域の結果を用いて、食事を通じたデクロランプラス類

の摂取量の地域変動を調査した。また、平成 30 年度に

当研究所で調製した TD 試料を用いて北部九州におけ

る残留農薬の 1 日平均摂取量を推定した。 

２ 危険ドラッグ製品等に含まれる薬物成分の分析法

開発 

 危険ドラッグの検査を迅速に行うため、当所で作成

しているデータベースの拡充を行った。また、入手が

困難な危険ドラッグ標準品の合成を行い、トリプタミ

ン系化合物を 7 種類合成した。質量分析装置を用いて

危険ドラッグの異性体識別について検討し、4 種類の化

合物について保持時間、フラグメントイオンの比率か

ら識別が可能と考えられる知見が得られた。 

３ 油症等のダイオキシン類による人体影響と遺伝要

因との関連の解明に関する研究 

 油症認定患者・未認定者の血液中ダイオキシン類及

び PCBs の測定を検診受診者 320 名について実施した。

2,3,4,7,8-PCDF の平均血中濃度は、油症認定患者で 69 

pg/g lipid、未認定者で 13 pg/g lipid であった。血中ダイ

オキシン類・PCB 測定の信頼性確保に資するため、当

所で調製した血液試料を国内の分析機関 5 か所に配付

し、精度管理を実施した。 

 

〈研修・情報発信業務〉 

保健福祉(環境)事務所等職員を対象とした食品化学

検査研修を行った。短期インターンシップとして久留

米工業高等専門学校の学生 1 名を受け入れ、食品中の

残留農薬検査について指導した。 
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ていることによる公共用水域等周辺環境への影響を把

握するため、平成 30 年 5 月、8 月、10 月、平成 31 年 1
月に河川水 1 か所及び事業場排水 1 か所の水質調査を

実施した。また、平成 30 年 8 月及び平成 31 年 1 月は、

上記に加えて地下水 2 か所の水質調査も実施した。そ

の結果、河川水は、測定した項目について水質汚濁に

係る環境基準を満たしていた。また、事業場排水及び

地下水についても、測定した項目について、排水基準

及び地下水環境基準を満たしていた。 
 
７ リサイクル製品の認定制度に係る試験 
 資源の循環利用及び廃棄物の減量の促進を目的とし

たリサイクル製品の認定制度の運用に当たり、申請製

品の環境安全性に係る基準への適合状況を確認するた

め、分析検査を実施した。平成 30 年度は、建設汚泥改

良土等 2 検体及び生活関連製品等 2 検体について溶出

量基準検査及び含有量基準検査等を、地下水 1 検体に

ついて 1 成分の検査を実施した。その結果、生活関連

の 1 検体がふっ素の溶出量基準を超過していた。 
 
８ 特別防除事業に伴う薬剤防除自然環境等影響調査 
 松くい虫被害予防のための特別防除（空中散布）が

平成 30 年 5 月から 6 月にかけて実施された。平成 30
年度の散布薬剤は 3 市町がチアクロプリド、2 町がフェ

ニトロチオンであった。薬剤散布期間中の大気中濃度

の確認のため、チアクロプリド 16 検体、また、薬剤散

布地域の井戸水の安全確認のため、チアクロプリド 24
検体及びフェニトロチオン 6 検体の分析検査を実施し

た。その結果、いずれの検体からもチアクロプリド及

びフェニトロチオンは検出されなかった。 
 
〈調査研究業務〉 
１ 廃棄物最終処分場における浸透水の微生物群集構

造と適正管理に関する研究 
平成 30 年度は、安定型最終処分場の浸透水の水質と

埋立廃棄物組成の関係を解析した。また、埋立廃棄物

の組成調査を実施していない最終処分場の浸透水等に

ついても微生物群集構造を解析し、最終処分場に関連

する微生物群集データを拡充した。 

 

〈研修・情報発信業務〉 
１ 研修生に対する研修 

8月に九州大学工学部地球環境工学科の学生 1名に対

し、廃棄物最終処分場のサンプリング手法と BOD、COD、

ICP-MS(重金属類)、総水銀、メタンの分析方法を指導

した。 
 
 

２ 環境保全担当者基礎技術研修 

4月に保健福祉環境事務所環境保全担当職員等を対

象に産業廃棄物処分場等での水質試料及び孔内ガス試

料のサンプリングに関する研修を行った。 
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